
市町村アンケートの結果について（県土利用の課題について） 資 料 ３

【現状と課題】

人口減少、少子高齢化、担い手不足
耕作放棄地、遊休農地、荒廃農地の増加
中心市街地における低未利用地や空家の増加
土地の有効利用、適切な土地管理
その他

意見数：４４

市町村において生じている県土利用の課題等についてアンケートを行った。課題等は次のとおり。

【現状と課題】

風評被害について
除染について
復興・再生に向けた土地利用
その他

意見数：２０
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１．復旧・復興・再生に向けた土地利用について

【その他の意見】

・避難指示解除の見込みがない
・避難指示解除後の住民の帰還率の低さ
・管理されない空き家問題

【成果】

・効果的、効率的な除染の進展
・風評被害からの回復
・復旧・復興事業の進展
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【成果】

・荒廃農地が減少傾向
・既存工業団地の土地利用率が100％
・土地需要については町計画の推計に近い状況
・若者定住促進住宅整備

２．人口減少・土地需要減少局面における土地利用について

【その他の意見】

・土地の転用による新しい雇用の場の創出や
コミュニティの活性化

・低未利用地への開発の誘導
・土地需要の増加に伴う特例的な扱いの必要性
・慎重な土地利用転換の必要性
・世帯数増加への土地利用への対応
・避難指示解除の見込みがない。また、山林では
除染の見込みがなく土地利用の方針が定まらない

・土地利用への制約が大きい

３．県土の安全性の確保について

【現状と課題】

多面的機能、公益的機能の維持・向上
自然災害リスクの高まり
放射能物質による汚染
災害全般
その他

意見数：２６
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【その他の意見】

・地域一体となった安全性の確保

・除染による空間線量の低減
・防災備蓄倉庫等防災センターの整備

【成果】
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【現状と課題】

地球温暖化対策

再生可能エネルギー導入に伴う自然環境への影響

再生可能エネルギー活用等による環境負荷の低減

その他

意見数：１９

４．環境負荷の低減について

【その他】

・異常気象に伴う災害対策
・太陽光発電用地を取得するも、開発が進まない
・耕作放棄地や森林の管理による環境負荷の低減

・環境負荷の少ないエネルギー社会に向け企業の
受け入れを推進していく

【成果】
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５．自然環境や景観を生かしたに土地利用について

【現状と課題】

再生可能エネルギー導入に伴う自然環境や景観への配慮

耕作放棄地増加に伴う環境保全や景観への配慮

東日本大震災や原子力発電所事故からの回復

歴史的・文化的風土や景観の保全

その他

意見数：２２
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【その他】

・交付金の活用による自然環境や景観を生かした
土地利用

・「大規模太陽光発電施設の設置を望まない宣言」
の可決

・良好な景観、自然環境の適切な保持に向けた
計画的な町土地利用の推進の必要性

・成果に関する意見なし

【成果】

【現状と課題】

再生可能エネルギーの普及促進や低炭素型のまちづくり
再生可能エネルギーの導入に伴う自然環境、景観の保全
食料・資源の安定的供給
その他

意見数：１６
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６．食料・資源・エネルギー問題への対応について

【その他】

・避難地域において避難解除された後も基盤整備
や生産基盤の再整備の必要性であり、営農が進
展しない

・避難指示解除の見込みがない。また、山林では
除染の見込みがなく土地利用の方針が定まら
ない

・成果に関する意見なし

【成果】
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【現状と課題】

人口減少や震災による避難等に伴う地域コミュニティの維持

多面的機能の維持

農地転用の手続きの煩雑さによる農地の荒廃

その他

意見数：２８

７．地域における県土管理について

【その他】

・避難指示解除の見込みがない。
また、山林では除染の見込みがなく土地利用の
方針が定まらない

・交付金等の活用による荒廃農地の減少
・交付金等の活用による景観形成の実施

【成果】
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８．総合的な視点の必要性について

【現状と課題】

市街地のコンパクト化や市街地の空屋等の利活用

地目横断的・広域的な土地利用

避難地域における土地利用

その他

意見数：１３
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【その他】

・新たな土地需要に対する土地利用の再編が
必要

・外部変化に強い自給自足型の生活基盤の
育成
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・成果に関する意見なし

【成果】
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９．その他課題

・山林の荒廃
・放射能の高線量地域と低線量地域での取り組み差異を明確にするべき
・中心的な拠点都市だけではなく、生活拠点も含めた多極ネットワーク型の都市構造の形成の推奨
・限界集落の増加に伴い、１０年以内に行政区での土地管理ができなくなる
・有害鳥獣による被害の拡大
・所有者の意見を尊重し、土地利用の不可逆性に配慮した土地利用計画策定の必要性
・増加している未相続や不在地主の土地の流動化が必要
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